
○上田市特別用途地区内における建築物の制限等に関する条例施行規則

平成２２年３月１日 
規則第６号

（趣旨）

第１条 この規則は、上田市特別用途地区内における建築物の制限等に関する条例（平成２２年条例

第１０号。以下「条例」という。）第６条の規定に基づき、条例の施行に関し必要な事項を定めるも

のとする。

（特例許可の申請等）

第２条 条例第３条第１項ただし書の規定による許可を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は、建築特例許可申請書（様式第１号）の正本及び副本に、それぞれ次に掲げる図書を添えて、市長

に提出しなければならない。

⑴ 付近見取図

⑵ 配置図

⑶ 各階平面図

⑷ ２面以上の立面図

⑸ その他市長が必要と認める図書

２ 市長は、条例第３条第１項ただし書の規定による許可をしたときは、許可通知書（様式第２号）に

前項の申請書の副本及びその添付図書を添えて、申請者に通知するものとする。

３ 市長は、条例第３条第１項ただし書の規定による許可をしないときは、許可しない旨の通知書（様

式第３号）に第１項の申請書の副本及びその添付図書を添えて、申請者に通知するものとする。

（補則）

第３条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、別に定める。

附 則

この規則は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２０条第１項の規定に基づく大規模集客施

設制限地区に係る上田都市計画特別用途地区及び丸子都市計画特別用途地区の都市計画決定の告示日

から施行する。



様式第１号（第２条関係）

建 築 特 例 許 可 申 請 書

（第一面）

（申請先）上田市長

年 月 日

申請者氏名 ㊞

上田市特別用途地区内における建築物の制限等に関する条例第３条第１項ただし書の規定による許

可を申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。

１ 申請者

⑴ 氏名のﾌﾘｶﾞﾅ

⑵ 氏名

⑶ 郵便番号

⑷ 住所

⑸ 電話番号

２ 設計者

⑴ 資格 （ ）建築士 （ ）登録第 号

⑵ 氏名

⑶ 建築士事務所名 （ ）建築士事務所 （ ）知事登録 号

⑷ 郵便番号

⑸ 所在地

⑹ 電話番号

３ 許可を必要とする理由

＊受付欄 ＊許可番号欄 ＊建築審査会意見欄

年 月 日 年 月 日

第 号 第 号

係員印 係員印

＊公告欄
＊公開による意見の聴取の

期日欄

年 月 日 年 月 日

第 号 第 号

係員印 係員印



（第二面）

建築物及びその敷地に関する事項

１ 地名地番

２ 特別用途地区の名称

３ 防火地域 □防火地域 □準防火地域 □指定なし

４ その他の区域、地域、地区、街区

５ 道路

⑴ 幅員

⑵ 敷地と接している部分の長さ

６ 敷地面積

⑴ 敷地面積 ア （ ）（ ）（ ）（ ）

イ （ ）（ ）（ ）（ ）

⑵ 用途地域等 （ ）（ ）（ ）（ ）

⑶ 建築基準法第５２条第１項及び第２項の規定による建築物の容積率

（ ）（ ）（ ）（ ）

⑷ 建築基準法第５３条第１項の規定による建築物の建ぺい率

（ ）（ ）（ ）（ ）

⑸ 敷地面積の合計 ア

イ

⑹ 敷地に建築可能な延べ面積を敷地面積で除した数値

⑺ 敷地に建築可能な建築面積を敷地面積で除した数値

⑻ 備考

７ 主要用途 （区分 ）

８ 工事種別

□新築 □増築 □改築 □移転 □用途変更 □大規模修繕 □大規模模様替

９ 建築面積 （申請部分 ）（申請以外の部分 ）（合計 ）

⑴ 建築面積 （ ）（ ）（ ）

⑵ 建ぺい率

10 延べ面積 （申請部分 ）（申請以外の部分 ）（合計 ）

⑴ 建築物全体 （ ）（ ）（ ）

⑵ 地階の住宅の部分 （ ）（ ）（ ）

⑶ 共同住宅の共用の廊下等の部分

（ ）（ ）（ ）

⑷ 自動車車庫等の部分 （ ）（ ）（ ）

⑸ 住宅の部分 （ ）（ ）（ ）

⑹ 延べ面積

⑺ 容積率

11 建築物の数

⑴ 申請に係る建築物の数

⑵ 同一敷地内の他の建築物の数

12 工事着手予定年月日 年 月 日

13 工事完了予定年月日 年 月 日

14 その他必要な事項

15 備考



（第三面）

建築物別概要

１ 番号又は名称

２ 工事種別等 □新築 □増築 □改築 □移転 □用途変更 □既設

□大規模修繕 □大規模模様替

３ 構造 造 一部 造

４ 高さ

⑴ 最高の高さ

⑵ 最高の軒の高さ

５ 階別用途別床面積

⑴ 階別用途別

(用途の区分)(具体的な用途の名称)(申請部分 )(申請以外の部分 )(合計 )

( 階) ( )( )( )( )( )

( )( )( )( )( )

( )( )( )( )( )

( )( )( )( )( )

( 階) ( )( )( )( )( )

( )( )( )( )( )

( )( )( )( )( )

( )( )( )( )( )

( 階) ( )( )( )( )( )

( )( )( )( )( )

( )( )( )( )( )

( )( )( )( )( )

( 階) ( )( )( )( )( )

( )( )( )( )( )

( )( )( )( )( )

( )( )( )( )( )

( 階) ( )( )( )( )( )

( )( )( )( )( )

( )( )( )( )( )

( )( )( )( )( )

⑵ 用途別

(用途の区分)(具体的な用途の名称)(申請部分 )(申請以外の部分 )(合計 )

( )( )( )( )( )

( )( )( )( )( )

( )( )( )( )( )

( )( )( )( )( )

( )( )( )( )( )

６ その他必要な事項

７ 備考



注意

１ 各面共通関係

数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。

２ 第一面関係

⑴ 申請者の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略することができます。

⑵ 申請者が２以上のときは、１欄は代表となる申請者について記入し、別紙に他の申請者につい

てそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。

⑶ 設計者が２以上のときは、２欄は代表となる設計者について記入し、別紙に他の設計者につい

て棟別に必要な事項を記入して添えてください。

⑷ ＊印のある欄は記入しないでください。

３ 第二面関係

⑴ ３欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。なお、建築物の敷地が

防火地域、準防火地域又は指定のない区域のうち２以上の地域又は区域にわたるときは、それぞ

れの地域又は区域について記入してください。

⑵ ５欄は、建築物の敷地が２メートル以上接している道路のうち最も幅員の大きなものについて

記入してください。

⑶ ６欄の⑴アは、建築物の敷地が、２以上の用途地域若しくは建築基準法（昭和２５年法律第２

０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第１号から第６号までに規定する容積率の異なる

地域、地区若しくは区域又は法第５３条第１項第１号から第６号までに規定する建ぺい率の異な

る地域、地区若しくは区域（以下「用途地域が異なる地域等」という。）にわたる場合において

は、用途地域が異なる地域等ごとに、それぞれの用途地域が異なる地域等に対応する敷地の面積

を記入してください。⑴イは、法第５２条第１２項の規定を適用する場合において、同条第１３

項の規定に基づき、⑴アで記入した敷地面積に対応する敷地の部分について、建築物の敷地のう

ち前面道路と壁面線又は壁面の位置の制限として定められた限度の線との間の部分を除いた敷

地の面積を記入してください。

⑷ ６欄の⑵、⑶及び⑷は、⑴に記入した敷地面積に対応する敷地の部分について、それぞれ記入

してください。

⑸ ６欄の⑸アは、⑴アの合計とし、⑸イは、⑴イの合計とします。

⑹ 建築物の敷地が、法第５２条第７項若しくは第９項に該当する場合又は同条第８項若しくは第

１２項の規定が適用される場合においては、６欄の⑹に、同条第７項若しくは第９項の規定に基

づき定められる当該建築物の容積率又は同条第８項若しくは第１２項の規定が適用される場合

における当該建築物の容積率を記入してください。

⑺ 建築物の敷地が、法第５３条第２項に該当する場合又は建築物が法第５３条第３項、第５項若

しくは第６項に該当する場合においては、６欄の⑺に、同条第２項、第３項、第５項又は第６項

の規定に基づき定められる当該建築物の建ぺい率を記入してください。

⑻ ７欄は、建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０号。以下「省令」という。）別紙の

表の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、主要用途をできるだけ具体的に書いてくだ

さい。

⑼ ８欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。

⑽ １０欄の⑵に建築物の地階でその天井が地盤面からの高さ１メートル以下にあるものの住宅

の用途に供する部分の床面積を記入してください。

⑾ 共同住宅については、１０欄の⑵の床面積は、その地階の住宅の用途に供する部分の床面積か



ら、その地階の共用の廊下又は階段の用に供する部分の床面積を除いた面積とします。

⑿ １０欄の⑶に共同住宅の共用の廊下又は階段の用に供する部分の床面積を記入してください。

⒀ １０欄の⑷に自動車車庫その他の専ら自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設（誘導車

路、操車場所及び乗降場を含む。）の用途に供する部分の床面積を記入してください。

⒁ １０欄の⑹の延べ面積及び⑺の容積率の算定の基礎となる延べ面積は、各階の床面積の合計か

ら⑵に記入した床面積（この面積が敷地内の建築物の住宅の用途に供する部分の床面積の合計の

３分の１を超える場合においては、敷地内の建築物の住宅の用途に供する部分の床面積の合計の

３分の１の面積）、⑶に記入した床面積及び⑷に記入した床面積（この面積が敷地内の建築物の

各階の床面積の合計の５分の１を超える場合においては、敷地内の建築物の各階の床面積の合計

の５分の１の面積）を除いた面積とします。また、法第５２条第１２項の規定を適用する場合に

おいては、⑺の容積率の算定の基礎となる敷地面積は、６欄の⑸イによることとします。

⒂ ６欄の⑶、⑷、⑹及び⑺、９欄の⑵並びに１０欄の⑺は、百分率を用いてください。

⒃ ここに書き表せない事項で特に許可を受けようとする事項は、１４欄又は別紙に記載して添え

てください。

４ 第三面関係

⑴ この書類は、建築物ごとに作成してください。

⑵ この書類に記載する事項のうち、５欄の事項については、別紙に明示して添付すれば記載する

必要はありません。

⑶ １欄は、建築物の数が１のときは｢１｣と記入し、建築物の数が２以上のときは、建築物ごとに

通し番号を付し、その番号を記入してください。

⑷ ２欄は、該当するチェックボックスに｢レ｣マークを入れてください。

⑸ ５欄の⑴は、最上階から順に記入し、省令別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入し

た上で、用途をできるだけ具体的に書き、それぞれの用途に供する部分の床面積を記入してくだ

さい。

⑹ ５欄の⑵は、省令別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入して上で、用途をできるだ

け具体的に書き、それぞれの用途に供する部分の床面積を記入してください。

⑺ ここに書き表せない事項で特に許可を受けようとする事項は、６欄又は別紙に記載して添えて

ください。



様式第２号（第２条関係）

許 可 通 知 書

第 号

年 月 日

様

上田市長 印

１ 申請年月日 年 月 日

２ 建築場所又は築造場所

３ 建築物若しくは工作物又はその部分の概要

上田市特別用途地区内における建築物の制限等に関する条例第３条第１項ただし書の規定に基づき、

下記の条件等を付して許可しましたので通知します。

記

（許可に付す条件等） 

（注意）この通知書は、大切に保存しておいてください。



様式第３号（第２条関係）

許可しない旨の通知書

第 号

年 月 日

様

上田市長 印

別添の許可申請書及び添付図書に記載の計画については、下記理由により上田市特別用途地区内にお

ける建築物の制限等に関する条例第３条第１項ただし書による許可をしないこととしましたので、通知

します。

なお、この処分に不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日

以内に市長に対して異議申立てをすることができます（なお、この処分があったことを知った日の翌

日から起算して６０日以内であっても、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると異

議申立てをすることができなくなります。）。

また、この処分については、この処分があったことを知った日から起算して６月以内に市を被告と

して（訴訟において市を代表する者は市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができ

ます（なお、この処分があったことを知った日から起算して６月以内であっても、この処分の日から

１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記の

異議申立てをした場合は、当該異議申立てに対する決定があったことを知った日から起算して６月以

内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。

（理由）


